
２．日本センター関係文書 

（注：カッコ内は採択または署名された年月） 

 

１．ロシア連邦において実施される改革への技術支援のための日本センターの

ロシア連邦領域における設立及びその活動に関する日本国政府とロシア連邦政

府の間の覚書 

この覚書では，当時のロシアにおける日本センターの法的地位や職員の身分，

センター活動費の免税が明確にされている。 

【参考】ロシア連邦において実施される改革への技術支援のための日本センタ

ーのロシア連邦領域における設立及びその活動に関する日本国政府とロシア連

邦政府の間の覚書（要旨） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_00/r_eco3.html 

（外務省ホームページ） 

 

２．「日露行動計画」（２００３年１月） 

小泉総理（当時）訪露の際，プーチン大統領との間で採択。「両国は，両国間の

貿易経済交流において果たし得るものを含むその機能を定める，日本センター

の活動に関する新しい覚書の早期署名に向け作業を活発化する」旨明記されて

いるほか，日本センターの活動に関し，「ロシア連邦の市場経済への移行を促進

した」との意義も記されている。 

【参考】日露行動計画（全文） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/russia/kodo_0301.html 

（外務省ホームページ） 

 

３．「協力プログラム」（２００５年１１月） 

正式名称は「ロシア連邦の公務員養成計画及び企業経営者養成計画への日本国

政府の協力の継続のための日本国政府とロシア連邦政府との間の協力プログラ

ム」。プーチン大統領訪日の際，ロシア連邦の大統領プログラムである企業経営

者養成計画等に対する日本国政府の協力の継続を確認する同プログラムが署名

された。日本センター事業に関する日露両国間の協力の強化が謳われている。 

【参考】プーチン・ロシア連邦大統領訪日の際の署名文書 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_05/j_russia_shomei.html#7 

（外務省ホームページ） 
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３．国内及び現地調査先一覧 

 

 （１）国内調査先 

  日本センター理事長 

 

 （２）現地調査先 

 【欧露部】 

 ニジニー・ノヴゴロド日本センター 

 モスクワ日本センター 

 サンクトペテルブルク日本センター 

 在ロシア日本国大使館 

 在サンクトペテルブルク日本国総領事館 

 ニジェゴロド州人材センター 

 ニジェゴロド州中小企業市場支援省 

 連邦人材センター 

 サンクトペテルブルク人材センター 

 ＲＯＴＯＢＯモスクワ事務所 

 ＪＥＴＲＯサンクトペテルブルク事務所 

 在ロシア日本企業， 

 ロシア企業，団体 

 

 【極東部】 

 ユジノサハリンスク日本センター 

 ハバロフスク日本センター 

 ウラジオストク日本センター 

 在ユジノサハリンスク日本国総領事館 

 在ハバロフスク日本国総領事館 

 在ウラジオストク日本国総領事館 

 ハバロフスク地方教育省 

 在ロシア日本企業，団体 

 現地ロシア企業 

 


